
第８期高齢者福祉計画・介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価

区分 現状と課題 第８期における具体的な取組 目標（事業内容、指標等） 実施内容 自己評価 課題と対応策

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○高齢化・人口減少の進行、地域・家
庭・職場という人々の生活領域における
支え合いの基盤が弱まってきている中、
社会構造の変化や人々の暮らしの変化
を踏まえ、制度・分野ごとの「縦割り」や
「支え手」「受け手」という関係を超え、地
域住民や地域の多様な主体が参画した
支え合いの地域づくりが必要である。

○ ささエール会員と高齢者等支
援を希望する者（団体・個人）との
マッチングを行う。
○ ささエール会員養成講座を開
催し、担い手を養成する。

ささエール会員登録者数
（会員数）　　　　R1　 　R2　　 R3　 　R4 　　R5
　　　　　　　　　　33　　　42　　 50　　　60　 　70
※R1は実績値、R2は見込み値、R3以降は目標値

○高齢者安心支えあい事業を実施し、129件の支え
あい活動が行われた。
○ささエール養成講座を２講座実施した。
・高齢者支援のキホン教室（介護のコツ、高齢者の
気持ち、認知症サポーター養成講座）　…１クール３
回　12名受講
○シルバーリハビリ体操講習会（シルバーリハビリ体
操指導士の養成）　…１クール11回　　13名受講
今年度は新規でシルバーリハビリ体操講習会を開
催し、活動の幅を広げることができた。

○

すでに会員登録している者が知識技術向上のために再度講座を受
講することもあり、講座受講者数と新規会員登録者数が比例しな
い。講座受講者を確実に会員登録へ繋げる必要がある。
ささエール会員数（年度末）は、39名で、前年度より会員数が減少し
た。コロナ禍で施設での活動を行うことができず、活動の幅が狭まっ
てることから、新たにシルバーリハビリ体操講習会を実施した。

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○要介護度について、軽度認定者が減
少する一方、重度認定者が年々増加傾
向にある。
○健康寿命の延伸に向け健康づくりを
推進するとともに、介護予防教室・健康
教育の充実を図る必要がある。

○介護予防教室・出前講座の実
施

　　　　　　　　　　　R1　 　R2　　 R3　 　R4 　　R5
要介護認定率
（割合）　　　　　　　15　　15.2　　15.1　　15.4　　15.7
介護予防教室の参加者数
（延べ人数）　　　1,243　1,288　1,300　1,400　1,500
出前講座の参加者数
（延べ人数）　　　1,187　1,230　1,300　1,400　1,500
※R1は実績値、R2は見込み値、R3以降は目標値

○高齢福祉課及び地域包括支援センターで介護予
防教室を実施した。
実施回数　128回　延べ参加者数　994人
○地域包括支援センターにて、出前講座を実施し
た。
実施回数　10回　延べ参加者数　133人
○栄養講話や口腔指導を取り入れた講座を行った。
○理学療法士や管理栄養士による講座を行った。
○新型コロナウイルス感染症拡大防止策を講じなが
ら、事業を実施することができた。
○自主グループへコロナ禍での活動の留意点を周
知した。

○

新型コロナウイルス感染症の影響による高齢者の外出自粛からの
フレイルの進行が懸念される中、高齢者一人ひとりの意識を変える
ため、フレイル予防（介護予防運動や食生活の改善など）の必要性
について周知する必要がある。また、移動手段が少ない高齢者等
の外出機会を少しでも増やせるよう地域包括支援センターと連携を
図りながら地域の公民館等身近な場所で教室を開催するなど、
様々な高齢者のニーズに対応していく必要がある。

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○高齢者が社会の一員として、生きがい
や充実感を持ちながら、主体的に地域
生活を送ることで、生活の質を向上させ
るとともに健康の維持増進となることか
ら、様々な生きがい活動を推進すること
が必要である。
○宅老所の運営主体となるボランティア
の高齢化等により、担い手が減少傾向
にある。
○多様化する高齢者ニーズ及びサービ
スに対応するため、運営方法の見直し
が必要である。

○宅老所への補助 　　　　　　　　　　R1　 　R2　　 R3　 　R4 　　R5
稲津宅老所いなほ利用者数
（延べ人数）　　1,007　　700　 1,100　1,100　1,100
陶宅老所いちにのさん利用者数
（延べ人数）　　1,083　1,000　1,200　1,200　1,200
※R1は実績値、R2は見込み値、R3以降は目標値

○宅老所事業へ補助金を交付した。
○稲津宅老所では、新型コロナウイルス感染症の影
響により開所期間が限られた。
○R3利用者数
・稲津宅老所　99人
・陶宅老所　　602人

△

新型コロナウイルス感染症の影響から、開所日数が減少した。
コロナ禍で高齢者の外出の機会が減少していることから、潜在化さ
れている一人暮らし高齢者、日中独居高齢者への介護予防を目的
とした外出のきっかけづくり、バランスの取れた食事を提供するため
地域住民等と連携を図り支援が必要な高齢者が要介護状態になら
ないよう早い段階から通所につなげる必要がある。

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○外出機会が少なく家に閉じこもりがち
な高齢者が、健康を維持し社会参加が
できるよう支援が必要である。
○生きがい対応型デイサービスを実施
し、閉じこもりがちな高齢者を通所につな
げた。
○閉じこもりがちな高齢者をサービスに
つなげるため、地域包括支援センターや
民生委員・児童委員等との連携が必要
である。

○生きがい対応型デイサービス
の実施

　　　　　　　　　　R1　 　R2　　 R3　 　R4 　　R5
生きがい対応型デイサービス福寿荘利用者数
（延べ人数） 　1,267　1,100　1,450　1,450　1,450
生きがい対応型デイサービス桜寿荘利用者数
（延べ人数）　 1,401　1,000　1,450　1,450　1,450
※R1は実績値、R2は見込み値、R3以降は目標値

○孤立感の解消及び介護予防に繋げるため、閉じこ
もりがちな高齢者に対し、定期的な通所機会を提供
し社会参加を促した。しかしながら、新規利用者数を
利用終了者数が上回り、利用者数は減少が続いて
いる。
○福寿荘利用者数797人、桜寿荘利用者数972人 ○

利用者の多くが年齢層が高く、介護保険サービスへ移行する方が
多いこと、及びコロナ禍における外出自粛により利用者数が減少し
ている。一定の利用者数を維持できなければ活動内容が制限さ
れ、サービスの有用性の低下に繋がるため、積極的な広報及び利
用者のニーズに沿った運営を通じ、利用者確保に努める必要があ
る。

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和３年度（年度末実績）
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区分 現状と課題 第８期における具体的な取組 目標（事業内容、指標等） 実施内容 自己評価 課題と対応策

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和３年度（年度末実績）

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○いつまでも住み慣れた地域で生活を
続けられるよう、健康の保持・増進に取
り組み、健康寿命を延伸することが必要
である。
○介護予防は、運動、栄養、口腔等の
項目を複合的に行うことが必要である。
○「交通手段がない」等の理由で通院に
つながらないケースがある。

○ 健康づくりの推進 　　　　　　　　　　R1　 　R2　　 R3　 　R4 　　R5
歯科医師・歯科衛生士による指導がある教室・出前
講座
（教室数）　　　　8　　　　3　　　10　　　12　　　14
高齢者自立支援施設利用者の口腔機能管理＜生
きがい型デイサービス、宅老所＞
（人数）　　　　　55　　　50　　　60　　　60　　　60
平均自立期間＜要介護2以上＞男性
（年齢）　　　　　78.6　　78.4　　78.6　　78.9　　79.1
平均自立期間＜要介護2以上＞女性
（年齢）　　　　　84.1　　83.9　　84.1　　84.3　　84.5
※R1は実績値、R2は見込み値、R3以降は目標値

○健康寿命延伸のため、介護予防教室、出前講座
を実施した。
○歯科医師による講話を18回（介護予防教室8回、
生きがいデイサービス10回）、歯科衛生士による口
腔指導21回（介護予防教室9回、生きがいデイサー
ビス10回）実施した。
○R3実績
・歯科医師・歯科衛生士による指導がある教室・出
前講座　11教室
・高齢者自立支援施設利用者の口腔機能管理＜生
きがい型デイサービス、宅老所＞36人
・平均自立期間＜要介護2以上＞男性79.1歳
・平均自立期間＜要介護2以上＞女性84.3歳

○

新型コロナウイルス感染症の影響による高齢者の外出自粛からの
フレイルの進行が懸念される中、高齢者一人ひとりの意識を変える
ため、フレイル予防（介護予防運動や食生活の改善など）の必要性
について周知する必要がある。また、移動手段が少ない高齢者等
の外出機会を少しでも増やせるよう、地域包括支援センターと連携
を図りながら地域の公民館等身近な場所で教室を開催するなど、
様々な高齢者のニーズに対応していく必要がある。また、介護予防
教室への男性の参加者が少ないことから、教室内容や周知方法を
工夫する必要がある。
歯科医師等による講話・口腔指導については概ね好評で、意識づ
けにつなげることができた。今後も継続して実施することが必要であ
る。

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○高齢者が社会の一員として、生きがい
や充実感を持ちながら、主体的に地域
生活を送ることで、生活の質を向上させ
るとともに健康の維持増進となることか
ら、様々な生きがい活動を推進すること
が必要である。
○高齢者が培ってきた知識や技術、経
験を活かし、発揮できる環境づくりが必
要である。
○高齢者の趣味の多様化や定年延長、
高齢者の意識変化等により、 長寿クラ
ブ連合会やシルバー人材センターの会
員数は減少している。

○ 高齢者の生きがいづくりと社会
参加

　　　　　　　　　　R1　 　R2　　 R3　 　R4 　　R5
長寿クラブ連合会登録会員数
（人数）　　　　　1,317　1,158　1,150　1,150　1,150
介護予防の自主グループ登録団体数
（団体数）　　　　26　　　25　　　25　　　25　　25
シルバー人材センター登録会員数
（人数）　　　　　322　　325　　350　　350　　350
※R1は実績値、R2は見込み値、R3以降は目標値

○長寿クラブ連合会、シルバー人材センター、介護
予防活動を行う自主グループへ補助金を交付した。
○依頼のあった長寿クラブや介護予防活動の自主
グループで介護予防出前講座を実施した。
○高齢者安心支えあい事業を実施し、129件の支え
あい活動が行われた。支えあい活動の機会を提供
することにより、活動を行う高齢者の介護予防と生き
がいづくりに寄与することができた。
○R3実績
・長寿クラブ連合会会員数　1,074人
・介護予防の自主グループ登録団体数　25団体
・シルバー人材センター登録会員数　279人

◎

新型コロナウイルス感染症の影響及び近年の定年延長等により、
シルバー人材センター会員数が減少傾向にあった。長寿クラブ連合
会の会員数も減少した。
今後高齢化が進行する中で、介護現場等の人材不足が深刻な問
題となっている現状から、元気な高齢者が担い手となり地域で活躍
する場の提供が必要である。

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○ 認知症の発症予防、早期診断・早期
対応による重症化の防止に加え、認知
症になっても希望を持って日常生活を過
ごせる地域づくりが必要である。
○ 認知症サポーター養成講座の拡充が
課題である。

○ 認知症対策の充実 　　　　　　　　　　R1　 　R2　　 R3　 　R4 　　R5
認知症サポーター養成講座受講者数（累計）
（人数）　　　　　4,385　4,450　4,465　4,480　4,500
脳の健康教室参加者数
（実人数）　　　　12　　　10　　　12　　　12　　　12
認知症初期集中支援チーム利用者数
（人数）　　　　　　1　　　　2　　　　2　　 　2　　　 2
※R1は実績値、R2は見込み値、R3以降は目標値

〇認知症サポーター養成講座
認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域で認
知症の人や家族に対し出来る範囲での手助けをす
る認知症サポーターの養成を行った。学生、福祉委
員、施設職員等に対して講座を開催し、183人のサ
ポーターを養成した。累計4,633人
〇脳の健康教室
学習療法やコミュニケーションを通じて脳の活性化を
図り、社会とのつながりを維持するための教室を開
催した。参加者10人
〇認知症初期集中支援チーム
実績なし

○

〇認知症サポーター養成講座
域学連携事業の活用により毎年度一定数の学生サポーターの確保
が図られていること、学童や子供会向けに開催し、低学年児童にま
で養成対象を拡大することができたことにより目標の達成につな
がった。
〇脳の健康教室
過年度の参加者が再受講することが多く、新規参加者が確保でき
ない。MMSEの結果から認知機能の低下が見られる参加者もあり、
教室の効果、継続性が判じがたい部分がある。
〇認知症初期集中支援チーム
地域包括支援センターが相談窓口としての機能を果たしており、必
要な人に適切に受診等を促すことができている。センターが対応し
きれないような困難事例が発生した場合には、速やかに初期集中
支援につなげる必要がある。

②給付適正化 ○適正化支援システムで、認定状況と
給付実績を突合し、事業所への照会を
行い、不適正な給付を是正していく。

○介護保険事業の適正な運用と
持続的な運営のために、ケアプラ
ンや住宅改修等の点検、医療情
報との突合及び縦覧点検などを
おこなう。

○要介護認定の適正化
【書面チェック】
R1　　　　R2　　　　 R3　　　　R4
全件　　　全件　　　全件　　全体
○ケアプラン点検
【書面チェック】
R1　　　　R2　　　　 R3　　　　R4
40件　　　40件　　　40件　　40件
○住宅改修等の点検
【住宅改修の点検】
R1　　　　R2　　　　 R3　　　　R4
全件　　　全件　　　全件　　全体
【福祉用具調査】
R1　　　　R2　　　　 R3　　　　R4
20件　　　20件　　　20件　　　　20件

〇適正化システムを利用して、不適正な給付になっていな
いか確認をした。
〇保険者主体のケアプラン点検から、地域で行うケアプラ
ン点検へ移行するための検討を行った。

○

〇適正化システムを利用し、不適切なケアプランのチェックを実施していく。
〇今後のケアプラン点検について、保険者、地域包括支援センター、地域
の主任ケアマネと協働でおこない、より専門的なケアプラン点検を実施す
る。
〇実地指導でのケアプラン点検件数が少なかった。（コロナウイルス感染
症の影響により）
要介護認定の適正化　全件
ケアプラン点検　2件
住宅改修　全件
福祉用具　18件
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